
平成２０年度小金井市一般会計決算概要 

 

平成２０年度の行財政運営は、根幹となる市税収入等の一般財源が、景気の後退等

を起因とする所得金額の減少等により大幅な減となるなど、依然として厳しい財政環

境の中にありましたが、変革と創造による自律した行政経営を目指して、「行財政改

革の実行」、「政策の計画的推進」、「限られた財源の重点的かつ効果的配分」を融合の

うえ、さらなる事業の「選択と集中」とにより、実施計画に盛り込まれた施策の実現

化を図るとともに、市民サービスの充実と市民満足度の向上に努めました。また、国

や都と歩調を合わせた景気・雇用対策にも配慮しつつ、将来の財政需要に備えて各種

基金への積み立ても図りました。 

このような状況の下、歳入面では、市税収入が個人市民税を中心として前年度収入

実績を割込み、約１億６，６００万円の減となり、さらには、利子割交付金、配当割

交付金等の税連動の交付金も減となりましたが、国庫支出金の市街地再開発事業補助

金の増、定額給付金給付事業費補助金の皆増に加えて、繰入金が前年度決算額を上回

ったこと等により、歳入総額は、大幅な伸びとなりました。 

一方歳出面では、武蔵小金井駅南口再開発事業関連経費の増加等により、投資的経

費は歳出総額の１６．８％を占め、また、積立金は、財政調整基金、職員退職手当基

金、環境基金等へ約１０億２，８００万円となりました。 

これらの結果、歳入決算額は、前年度の決算額を大きく上回り、本市決算史上最大

の決算額となり、また、歳出決算額も３５８億円を超えて、前年度対比約５億９００

万円の増となりました。 

平成２０年度の予算規模は、当初予算３６９億７，１００万円に９回の補正予算２

０億７，２６７万２千円、繰越事業費繰越財源充当額３億３，７７０万３千円を加え、

総額３９３億８，１３７万５千円となりました。これに対する決算額は、歳入総額が

３８６億９，６６１万円で前年度対比５．８％の増、歳出総額は、３５８億５，１８

６万４千円で前年度対比１．４％の増となりました。その結果、形式収支は２８億４，

４７４万６千円で翌年度への繰越財源１７億４，９２３万５千円を差し引いた実質収

支は１０億９，５５１万１千円、前年度対比７，８３３万７千円の増となりました。

なお、実質収支比率は、４．９％で前年度対比０．２ポイントの増となりました。 

 

歳入の主な内容は、次のとおりです。 

① 市税は、１９９億５４９万５千円で前年度対比０．８％の減となりました。この



主な要因は、固定資産税が新築家屋及び非木造住宅の増加に伴い増となりましたが、

個人市民税及び法人市民税が景気後退等により、また、市たばこ税が健康志向の影

響等によりそれぞれ減となったことによるものです。なお、収入率は９５．９％で

前年度対比０．３ポイントの減となりました。 

② 地方譲与税は、２億５５１万７千円で前年度対比３．６％の減となりました。 

③ 利子割交付金は、２億４８８万４千円で前年度対比１９．２％の減となりました。 

④ 配当割交付金は、５，９７１万１千円で前年度対比５２．２％の減となりました。 

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、２，０９３万５千円で前年度対比７５．８％の減と

なりました。 

⑥ 地方消費税交付金は、１０億２５１万６千円で前年度対比５．９％の減となりま

した。 

⑦ 自動車取得税交付金は、２億４３２万４千円で前年度対比８．２％の減となりま

した。 

⑧ 地方特例交付金は、２億１，１１６万３千円で前年度対比６４．９％の増となり

ました。この主な要因は、個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に

伴う減収補てん特例交付金が７，３４１万６千円の皆増となったことによるもので

す。 

⑨ 地方交付税は、５，８６６万７千円で前年度対比１．６％の増となりました。 

⑩ 交通安全対策特別交付金は、１，４３５万５千円で前年度対比１１．３％の減と

なりました。 

⑪ 分担金及び負担金は、２億５，８３４万４千円で前年度対比１０．４％の減とな

りました。この主な要因は、税制改正の影響等により保育所運営費保護者負担金が

３，０４３万９千円の減となったことによるものです。 

⑫ 使用料及び手数料は、１０億６，５４６万９千円で前年度対比０．６％の増とな

りました。この主な要因は、自家搬入ごみ処理手数料が１，４０２万円の増となっ

たことによるものです。 

⑬ 国庫支出金は、５５億９，３４０万３千円で前年度対比６４．２％の増となりま

した。この主な要因は、安全・安心な学校づくり交付金が４，０８４万３千円の減、

保健事業費等負担金が４，４４４万３千円の皆減となりましたが、市街地再開発事

業補助金が３億９，０６０万円の増、定額給付金給付事業費補助金が１６億６，２

４４万８千円の皆増となったことによるものです。 

⑭ 都支出金は、４１億８，７２３万９千円で前年度対比９．４％の増となりました。



この主な要因は、みちづくり・まちづくりパートナー事業委託金が４，７６１万１

千円の減、保健事業費等負担金が４，３６３万１千円の皆減となりましたが、東京

都市街地再開発事業補助金が１億９，５３０万円、公立学校運動場芝生化事業補助

金が６，９７９万１千円、主要地方道１５号線整備事業委託金が６，８０１万７千

円それぞれ増となり、また、後期高齢者医療保険基盤安定負担金が６，１７０万円

の皆増となったことによるものです。 

⑮ 財産収入は、８，０６０万１千円で前年度対比３．４％の減となりました。この

主な要因は、土地売払収入が１，２３１万３千円の減となったことによるものです。 

⑯ 寄附金は、１億３，３０６万４千円で前年度対比２０．０％の減となりました。

この主な要因は、公園協力金が３，０２８万５千円の皆減となったことによるもの

です。 

⑰ 繰入金は、１２億８，７２５万７千円で前年度対比５３．６％の増となりました。

この主な要因は、鉄道線増立体化整備基金繰入金が３，５００万円の減、環境基金

繰入金が１億１，９３５万円の皆減となりましたが、都市再開発整備基金繰入金が

２億５，５５０万円、職員退職手当基金繰入金が２億４，６００万円、財政調整基

金繰入金が１億円それぞれ増となったことによるものです。 

⑱ 諸収入は、３億６，０７３万４千円で前年度対比１０．３％の増となりました。

この主な要因は、市税延滞金が１，７２９万８千円の減となりましたが、障害者福

祉センター自立支援給付事業費分が６，４２７万円の皆増となったことによるもの

です。 

⑲ 市債は、２６億１，０８０万円で前年度対比３．３％の増となりました。この主

な要因は、発行額を抑制した臨時財政対策債が５，０００万円の減となりましたが、

建設事業債が１億３，３００万円の増となったことによるものです。 

 

次に歳出ですが、執行率は９１．０％で不用額は、前年度対比６億５３０万７千

円増の１７億２，７６０万９千円となりました。 

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。 

① 義務的経費は、１５８億８，６４９万５千円で前年度対比１．８％の減となりま

した。この主な要因は、扶助費が５３億２，０６４万円で３億６２７万４千円、６．

１％の増となったものの、人件費が７８億８，３７９万７千円で５億５，２７９万

円、６．６％の減、公債費が２６億８，２０５万８千円で４，５２０万１千円、１．

７％の減となったことによるものです。 



②  投資的経費は、６０億７９５万１千円で前年度対比２２．６％の増となり、歳出

決算総額に対する構成比は１６．８％となりました。この主な要因は、ＪＲ中央本

線連続立体交差事業負担金が１億３３１万１千円、小中学校校舎耐震補強工事が１

億２，９２５万５千円それぞれ減となり、また、（仮称）貫井北町地域センター用

地取得費年賦分が１億６９３万８千円の皆減となりましたが、武蔵小金井駅南口再

開発事業関連経費が７億４，４４８万円、都市計画道路３・４・１２号線道路用地

取得費が３億１，３４１万７千円それぞれ増となり、また、小長久保公園用地取得

費が１億８５８万３千円、第二小学校運動場芝生整備工事が７，５２８万５千円、

わかたけ保育園耐震補強等工事が７，１４１万１千円、消防自動車購入費が６，２

０５万５千円それぞれ皆増となったことによるものです。 

③ 物件費は、５３億８，９９３万４千円で前年度対比１．８％の減となりました。

この主な要因は、学校給食調理委託料が６，９６３万３千円の増、プラスチックご

み収集運搬委託料が８，１５８万５千円の皆増となりましたが、独自健康診査委託

料が２億６，１５７万２千円の減となったことによるものです。 

④ 補助費等は、４２億３，６８３万１千円で前年度対比０．８％の減となりました。

この主な要因は、市税等還付金及び還付加算金が９，２６６万円、二枚橋衛生組合

分担金が５，２２３万３千円それぞれ増となりましたが、生ごみ減量化処理機器購

入費補助金が６，３７２万４千円、生活保護費国庫負担金返還金が６，０９９万９

千円、特別養護老人ホーム建設費補助金が４，１４１万９千円それぞれ減となった

ことによるものです。 

⑤ 繰出金は、３１億４，３３３万５千円で前年度対比３．０％の増となりました。

国民健康保険特別会計繰出金は７億６，５８０万１千円で２５．１％の減、下水道

事業特別会計繰出金は７億２，１０７万４千円で４．４％の増、老人保健医療特別

会計繰出金は５，２５６万７千円で８９．３％の減、介護保険特別会計繰出金は９

億１，５８６万８千円で８．４％の増、後期高齢者医療特別会計繰出金は６億８，

８０２万５千円の皆増となりました。 

⑥ 積立金は、１０億２，７５１万９千円で前年度対比１９．７％の減となりました。

この主な要因は、環境基金積立金が９，４００万円の増となりましたが、財政調整

基金積立金が２億円、職員退職手当基金積立金が５，０００万円、地域福祉基金積

立金が４，８０２万円それぞれ減となったことによるものです。 

 

次に、代表的な財政指標を見ますと、 



① 実質収支比率は、４．９％で前年度対比０．２ポイントの増となりました。 

② 経常収支比率は、９６．５％で前年度対比４．２ポイントの増となりました。 

③ 人件費比率は、２２．０％で前年度対比１．９ポイントの減となりました。 

④ 投資的経費比率は、１６．８％で前年度対比２．９ポイントの増となり、第二次

行財政改革大綱（改訂版）の目標数値１５％以上を２年ぶりに達成しました。 

⑤ 公債費比率は、７．６％で前年度対比１．１ポイントの減となりました。 

⑥ 財政力指数は、１．１４８で前年度対比０．０１９ポイントの増となりました。 

 

本市の行財政改革のメルクマール（進捗を確認するための基準）とされている人件

費比率は、平成１９年度にベスト数値を更新しましたが、さらに１．９ポイント減の

２２．０％となりました。武蔵小金井駅南口再開発事業関連経費等分母となる歳出総

額の増も要因の一つではありますが、分子となる人件費総体も、職員数及び退職手当

の減等により、平成１５年度以来５年ぶりに約５億５，３００万円の減となりました。 

しかし、財政構造の弾力性等質的改善のメルクマールである経常収支比率は、前年

度の９２．３％から９６．５％に、また、分母から臨時財政対策債等の特例債を除い

た場合でも９６．５％から１００．８％となり、２年連続での上昇となりました。そ

の主な要因は、算定式の分母となる経常一般財源が、固定資産税、地方特例交付金の

増加はあったものの市民税、市たばこ税等の減により約４億１，９００万円減少した

一方で、分子となる経常経費に充当する一般財源は、公債費が約４，５００万円減少

したものの、繰出金が約２億３，０００万円、物件費が約１億６，９００万円それぞ

れ増加したことによるものです。 

本市の行財政運営は、景気が停滞する現状に加えて、新ごみ処理施設建設に向けて

の取組み、武蔵小金井、東小金井両駅の周辺整備、老朽化施設の改修、大量の職員退

職金問題等、多くの財源を必要とする課題が山積しており、引き続き厳しい財政運営

が続くことは明らかです。 

地方分権の進展による激しい都市間競争の中にあって、自律した行政経営の確立が

求められている今日、将来的にも持続可能な財政基盤を確実なものとするためには、

さらなる行財政改革の推進が必要です。 

今後においても財政規律を緩めることなく多様化高度化する市民ニーズに的確に応

えていくとともに、臨時財政対策債依存の財政運営からの脱却を目指し、残された課

題を先送りすることなく、第３次小金井市基本構想の将来像であります「元気です 

萌えるみどりの小金井市」の実現に努めてまいります。 


